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要旨 

 

 本稿の目的は、成長政策の企画・立案に携わる実務家を念頭に置きつつ、RIETI のこれ

までの生産性に関連する研究成果を整理・概観することである。以下の 3 つに分けて整理

する。 

1)マクロ経済及び産業レベルでの成長会計分析 

2)企業・事業所のマイクロデータを用いた生産性の分布及び動態に関する分析 

3)マイクロデータを用いた企業・事業所レベルでの生産性の決定要因に関する分析 

 RIETI の生産性に関連する論文は 60 本を超えており、政策実務において様々な形で利用

されてきた。また、研究成果は学術誌や書籍の形で公刊され、国内外の学者・有識者にも

影響を与えている。これまでの研究を通じて多くの知見が蓄積されてきたが、具体的にど

うすれば日本経済・産業の生産性を高めることができるのかについては未解決の研究課題

も多い。生産性向上は成長政策の柱であり、今後とも政策形成に理論・実証面から寄与し、

学術的な貢献にもつながるような質の高い生産性研究を推進していくことが必要である。 

 

キーワード：生産性、成長会計、新陳代謝、企業特性 

JEL 分類：D24,O47 
 
 

 RIETIポリシー・ディスカッション・ペーパーは、RIETIの研究に関連して作成され、政策をめぐる

議論にタイムリーに貢献することを目的としています。論文に述べられている見解は執筆者個人の責任

で発表するものであり、（独）経済産業研究所としての見解を示すものではありません。 
 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                     
* 本稿の原案に対して権赫旭氏 FF、鶴光太郎氏 SF、から有益なコメントをいただいたことに感謝する。 
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１．序論 

 

 中長期の持続的な経済成長にとって、いかに生産性向上を実現するかがカギである

ことは言うまでもない。経済産業研究所（RIETI）において生産性に関する研究は多数

の研究領域の中でも中心に位置しており、発足以来、生産性に関して多数の研究成果

を発表してきた。本稿で取り上げるディスカッション・ペーパー（DP）だけでも 60

本を超えている。それらは論壇において頻繁に取り上げられ、また、成長政策の策定

をはじめ政策実務にも有用なインプットとして使われてきた。*1 今後、世界経済危機

後の成長シナリオを描く際にも、どのようにして生産性向上を実現するのかがポイン

トとなる。 

 本稿は、RIETI が行ってきた生産性に関する研究を概観し、その到達点を明らかに

するとともに、今後の課題を提示することを目的としている。政策実務家にとって個

々の論文をフォローすることは容易ではなく、そうしたユーザーに対して生産性研究

の全体像を簡潔に示すことを意図している。なお、RIETI の生産性研究の中には、中

国をはじめアジア諸国の集計レベルあるいは企業レベルの生産性分析も少なからず存

在するが、本稿では日本の生産性分析に焦点を絞り、日本との比較研究を除いて他国

のみを対象とした分析は取り上げない。 

 なお、ミクロデータを用いた生産性研究のサーベイとして松浦他(2008：08-P-007)

が、また、サービス産業の生産性に関するサーベイとして加藤(2007：07-P-005)、森川

(2008：08-J-031)があり、それぞれ執筆時点までの RIETI の研究成果をかなりカバーし

ている。本稿は、部分的にこれらと重複するが、集計データでの分析や製造業を対象

とした分析を含めて RIETI の生産性研究を包括的に概観しようとするものである。本

稿は通常のサーベイ論文とは異なり、RIETI の研究成果のみ具体的に言及し、また、

論文を引用する際にはユーザーの便宜のために DP 番号を併記する。 

 本稿の構成は以下の通りである。第２節では、マクロレベル及び産業集計レベルの

成長会計分析について述べる。次に、第３節では、企業又は事業所レベルのマイクロ

データを用いた実証分析のうち、生産性の分布（企業間でのばらつき）や参入・退出

・資源再配分効果の分析について整理する。第４節では、企業・事業所レベルのデー

タを用いた研究のうち企業特性や企業行動と生産性の関係を分析したものを、分野別

に整理する。具体的には、IT・無形資産、コーポレート・ガバナンス、グローバル化、

集積の経済性等と生産性の関係である。 後に第５節で結論と今後の課題を述べる。 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                     
*1 例えば、筆者は「新経済成長戦略」（2006 年）の策定にあたって政策効果の定量的な試算
を担当した。企業の IT 利用高度化、WTO・FTA といった個々の成長政策の効果を試算する際
に RIETI の実証結果を多用した。 
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２．マクロレベル・産業レベルの成長要因分析 

 

 RIETI が発足した 2001 年以降、まずは IT 資本を明示的に考慮した成長会計分析に

基づいて、マクロ経済レベルで日米の成長要因の比較が行われた。具体的には、元橋 

(2002：02-J-018), Jorgenson and Motohashi (2003：03-E-015)であり、米国と資本、デフ

レーター等の定義や計測方法を揃えた上で比較を行ったものである。当時、米国では

1990 年代後半以降のマクロ的な生産性上昇の加速の要因として IT が注目され始めて

おり、それとの対比で日本の生産性への IT の貢献に注目した研究であった。これらの

結果によれば、定義を統一して比較すると日本でも 1990 年代後半に IT 資本や TFP の

成長寄与が上昇しており米国と遜色がないこと、しかし、労働投入の成長寄与度に大

きな差があり、これが日米の成長率の違いをもたらしていることなどが示された。な

お、その後、Kanamori and Motohashi (2007：07-E-009)は、時点を 2004 年までアップデ

ートした上で日韓経済の成長要因を同様の方法で比較し、両国とも IT 資本の成長への

寄与度が拡大していることを示した。さらに、元橋(2009：09-J-016)は、マクロレベル

の成長要因分析（1975 年～2007 年）を行うとともに、IT の技術革新の源泉である半導

体技術革新の影響度を計測し、IT 資本の経済成長に対する寄与度は時間とともに増大

してきており、2000 年代は経済成長の約 1/3 が IT 資本の投入によって説明できること、

TFP に対する IT セクターの影響度も高まっており、2000 年代の TFP 成長率 0.57%の

うち、0.25%は IT セクターで説明できること、半導体技術革新の効果が重要であり 2000

年代においては 0.13%が半導体技術革新によるものであるという推計結果を示した。 

 

 しかしながら、執筆者自身が留保している通り、これら成長会計分析は IT から TFP

という「因果関係」を明らかにするものではない。米国では流通業、運輸業、金融業

といった IT 利用産業の生産性加速が顕著だったから、日本の産業レベルのデータでこ

うした点を明らかにすることが次のテーマとなった。そこで重要なプロジェクトとし

て始まったのが日本産業生産性（JIP）データベースの整備であった。深尾 FF、宮川

FF が中心となり、内閣府経済社会総合研究所（ESRI）で開発された旧 JIP2003 データ

ベース（1998 年までをカバー）を基礎としつつ、93SNA ベースとする、資本ストック

にソフトウエアを考慮する、労働力の構成変化を考慮するなど発展させたもので、

JIP2006 データベースは 1970 年～2002 年までの期間について、108 産業部門別の成長

会計を示した。深尾他 (2007：07-E-003)は、このデータベースについて解説したもの

である。この成長会計によれば、経済全体で 1990 年代に TFP 上昇率が大きく低下（1995

年以降いくぶん回復）しており、製造業、非製造業でともに TFP 上昇率が低下した（特
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に非製造業ではマイナス）ことが示された。JIP データベースは「公共財」としてデー

タベース及び基礎データを原則として全て公開しており、政府関係研究機関、民間シ

ンクタンク、政策当局で広範に利用されている。 

 その後、JIP データベースは、JIP2008、JIP2009 と改定・アップデートされて今日に

至っているが、重要な進展として、EU 主要国、米国、韓国等について産業別に TFP

の推計を行っている EU KLEMS プロジェクトに参加し、主要国の産業別に成長要因の

比較分析が可能になったことが指摘できる。現在では、EUKLEMS データベースは世

界各国の研究者や政策実務者に広く使用される共通の知的資産となっている。Fukao 

and Miyagawa (2007：07-E-046)は、EUKLEMS を用いて日・米・EU 主要国の生産性比

較を行い、日本及び EU 主要国は 1995 年以降 TFP 成長率が減速しているのに対して米

国は例外的に加速していること、日本では「流通・運輸業」及び「その他製造業」の

TFP 鈍化が著しいのに対して米国及び EU 主要国ではこれらセクターの TFP 上昇率が

高いこと、日本のサービス産業の生産性水準が米・独・仏に比べて低いこと、他国と

異なって日本では ICT 資本サービス投入の伸びが鈍化しており、これが TFP の低い伸

びに関連している可能性があること等を論じた。*2 例えば、「新経済成長戦略」（2006

年）では、IT の活用やサービス産業の効率化が成長政策の重要な柱となっているが、

これらの分析結果が大いに参照されたことは言うまでもない。 

 

 JIP データベースを「利用」したユニークな研究例として、徳井他 (2007：07-J-035)

が挙げられる。同論文は、JIP データベースの産業別の資本財種類別投資系列を使用し

て日本の製造業における「資本に体化された技術進歩率」を推計し、それが年率 0.2

～0.4％であること、1990 年代の資本ヴィンテージの２年弱の上昇は製造業の生産成長

率を▲0.4～▲0.8%鈍化させる影響を持ったことを指摘している。 

 なお、JIP データベースは、産業別の規制指標、市場集中度、職種別従業者構成、輸

出入、対外直接投資・対内直接投資等を付帯表として公表している。これらは 108 共

通産業分類での産業レベルのパネル分析を可能にするものだが、これら付帯表を用い

た分析はほとんど RIETI の論文としては公表されていない。学術的な生産性研究の先

端が企業・事業所のマイクロデータ分析に移行したことによると考えられる。他方、

政策実務者や民間シンクタンク等にとって非常に有用なデータであり、政策実務にお

ける活用が期待される。*3 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                     
*2 Fukao et al. (2009：09-E-021)は、KLEMS の枠組みで日韓の産業別成長要因分析を行い、両
国ともに ICT 生産セクターの生産性パフォーマンスは良好だが、ICT 利用セクターのパフォー
マンスは低く、過剰な規制や公的サービスにおける競争の欠如が影響している可能性を指摘し
ている。 
*3 RIETI の生産性研究では、集計データの時系列分析は数少ないが、Miyagawa et al. (2005：
05-E-022)は、「法人企業統計」の産業別データ（1975Q4～2002Q4）を使用して生産性と景気
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 Fukao et al. (2007：07-E-034)は、日本の無形資産ストックを推計し、無形資産の経済

成長への寄与を計測した。「無形資産」は欧米の先行研究にならってソフトウエア、

データベース、知的財産、ブランド価値、企業特殊的人的資本等を対象としている。

その結果によれば、無形資産の GDP 比率は過去 20 年間増加して現在は 7.5％だが、日

本の無形資産投資の GDP 比率、無形資産投資の投資比率は米国よりも少なく、無形資

産ストックの伸び率は 1980 年代から 1990 年代にかけて低下していた。その結果、日

本の無形資産の労働生産性上昇への寄与は米国に比べてずっと少ないことを明らかに

している。 

 

 こうした集計レベルの分析はデータベースの整備を含めて一定の到達点に至ったと

評価できる。今後は、基礎データの更新に伴うアップデート及び精度の向上、中国を

はじめ世界経済の中での重要度の高まっている新興国へのカバレッジ拡大、研究及び

政策実務の両面におけるデータベースの利用拡大が課題ではないか。 

 

 

３．マイクロデータ分析－生産性の分布・動態 

 

 マクロレベル及び産業レベルのデータを用いた生産性の国際比較や産業間比較は、

日本経済のどこに課題がありそうか当たりを付ける上で非常に有用であり、JIP や

EUKLEMS の整備は大きなイノベーションである。しかし、集計レベルで観測される

生産性の背後にあるメカニズムを明らかにし、政策立案に生かすためにはマイクロレ

ベルでの分析が必要となる。 

 マイクロデータを用いた実証分析の利点の一つは、生産性の「分布」に関する情報

が得られる点にある。さらに、企業・事業所レベルのデータを異時点で接続したパネ

ルデータにおいては、分布の変化のほか、参入・退出、企業間での資源再配分

（reallocation）といった「新陳代謝」が産業やマクロ経済全体の生産性に及ぼす効果

を計測できる。 

 RIETI は、「企業活動基本調査」、「工業統計」をはじめ経済産業省が実施してい

る大規模な統計調査のマイクロデータを用いた分析に、早い時期から取り組んできた。

特に、欧米で開発された要因分解のフレームワークに沿って生産性の変化を「参入効

果」、「退出効果」、「再配分効果」、「内部効果」に分解する研究を活発に行って

きている。嚆矢となったのは西村他 (2003：03-J-002）である。同論文は、「企業活動

                                                                                                                                                                   
循環の関係を分析して、計測されるソロー残差（TFP）に景気同調性があるのは主として技術
ショックによるという結果を示し、日本経済の長期停滞からの脱却のためには生産性向上がカ
ギであると論じた。 
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基本調査」の 1994～1998 年のパネルデータを用いて参入企業、退出企業、存続企業の

生産性を比較し、1996 年以降，非効率な企業が存続し，効率的な企業が撤退するとい

う「市場の自然淘汰機能の崩壊」が起こっていることを示し、学界・実務の双方から

注目された。脚光を浴びていた星岳雄教授らによる「ゾンビ企業」論と整合的なもの

である。*4 

 その後、Fukao and Kwon (2005：05-E-004)は、同じく「企業活動基本調査」の 2001

年までアップデートした製造業企業のデータを使用して生産性上昇の要因分解を行

い、製造業の生産性に対して、退出効果が負であり効率的な企業が退出していること、

参入効果や再配分効果は正だが（他国と比較して）大きくないことを示し、参入・退

出・再配分を効率的にすることが日本の製造業の生産性向上に重要だと指摘し、背景

として金融セクターの問題が関連していることを示唆した。また、高生産性企業と低

生産性企業の属性比較を行い、企業の研究開発活動や国際化が高い TFP と関連してい

ることを示した。この指摘は、その後のグローバル化と生産性の関係についての研究

が深化する契機の一つになっている。*5 近、Inui et al. (2009：09-E-048)は、生産性

の高い工場が東アジア等への海外移転したことが 1990 年代の製造業の生産性低迷の

理由だという議論に関して、「工業統計」と「企業活動基本調査」のマイクロデータ

をマッチングさせた 1994～2005 年のデータセットを作成して海外展開と事業所閉鎖

確率の関係を分析するとともに、製造業全体の生産性変動を存続事業所による生産性

上昇効果と工場の市場シェア変化の効果に要因分解した。企業データと事業所データ

を組み合わせることにより、新しい分析領域を開拓したものと言える。分析結果は、

海外進出企業の事業所閉鎖は生産性に対してプラスに寄与しているとの結果を報告し

ており、企業内で効率的な選択が行われていることを示唆している。 

 さらに、金・権・深尾 (2007：07-J-022)は、製造業については「工業統計」の事業

所レベルのデータ（1981～2003 年）を使用し、また、非製造業については「中小企業

信用リスク情報データベース（CRD）」をはじめ複数の企業財務データを用いて 1997

～2002 年の企業データセットを作成した上で、同様の要因分解を行った。経済の８割

を占める非製造業の生産性分析が政策実務サイドから強く求められる中、そうしたニ

ーズに対応した初期の試みであった。分析結果によれば、製造業における 90 年代の生

産性停滞は、製造業の新陳代謝機能が衰えたためではなく、80 年代から一貫して新陳

代謝機能は低いこと、非製造業については、産業によって生産性のダイナミクスが大

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                     
*4 西村他(2003)は、非製造業の企業を含むデータを用いているが、この時期の「企業活動基
本調査」は製造業及び商業以外の業種専業の企業は対象となっていないことに注意する必要が
ある。 
*5 Ahn et al. (2005：05-E-008)は、韓国の製造業事業所のデータで同様の要因分解等を行い、
Fukao and Kwon (2005：05-E-004)の日本企業の結果と比較している。それによれば、韓国製造
業は日本よりも参入・退出の生産性効果がずっと大きい。 
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きく異なり、建設業、運輸業等では生産性の高い大企業の雇用削減が大きく非製造業

全体の生産性上昇率下落をもたらしている一方、通信業、小売業、卸売業では産業全

体の生産性に対して大きな正の再配分効果が見られることを示した。 

 その後、権・金・深尾 (2008：08-J-050)は、「企業活動基本調査」の 1994～2005 年

までのデータを用いて JIP データベースの集計データで観察される 2000 年以降の日本

の TFP 伸び率上昇の要因について分析した。その結果によれば、製造業・非製造業い

ずれにおいても、2000 年代の TFP 上昇の加速は内部効果（企業内の TFP 上昇加速）が

主であること、新陳代謝機能にはやや改善が見られたが、退出効果は 2000 年代も多く

の産業において負であることを示した。さらに、内部効果上昇の理由について存続企

業に限定して分析を加え、日本経済における TFP 上昇率加速のかなりの部分がインプ

ットを減少させながら生産量は維持または小幅の減少に留めるという企業内のリスト

ラによって達成されたこと、そのようなリストラは、主にグローバルな競争圧力に直

面する輸出企業、多国籍企業、研究開発を行う企業であることを示した。*6 

 前述の通り、サービス産業の生産性分析に対する実務的なニーズが高まっている。

サービス産業全体をカバーした分析はデータの制約が厳しいが、商業については悉皆

調査である「商業統計」が存在するため、RIETI では比較的早くから研究に取り組ん

できた。Matsuura and Motohashi (2005：05-E-001)は 初の研究成果であり、1997 年及

び 2002 年の商業統計の事業所レベルのマイクロデータを使用して小売業における参

入・退出の生産性への貢献を計測し、生産性の低い事業所の退出や生産性の高い事業

所への雇用再配置が集計レベルでの小売業の生産性向上に寄与しており、この時期の

小売業において「自然淘汰機能の崩壊」は確認されないという意外な結果を示した。

また、権・金 (2008：08-J-058)は、1994～2005 年の「企業活動基本調査」の企業デー

タによって日本の商業の生産性ダイナミックスを分析し、日本の商業では生産性が低

い企業が退出することにより産業全体の TFP が上昇する正の退出効果が機能している

との結果を示している。 

 森川 (2007)は、「企業活動基本調査」の 2001～2004 年のマイクロデータを使用して、

製造業とサービス産業（特に狭義サービス業）の比較という視点から生産性の分布特

性や動態分析を行った。2001 年以降のデータに限定したのは、「企業活動基本調査」

において（狭義）サービス業企業のカバレッジがこの年から大幅に拡大されているか

らである。参入効果、退出効果、再配分効果の分解方法は上述の一連の研究を踏襲し

ている。分析結果によれば、サービス業は、製造業に比べて同一産業内での企業間で

の生産性の分散（ばらつき）が大きく、したがってサービス産業全体の生産性を高め

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                     
*6 Okazaki (2001：08-E-021)は、戦前期日本の綿紡績業を対象に生産性の動態を分析し、産業
の発展の初期には「内部効果」が大きかったが、産業が成熟するとともに「再配分効果」が生
産性上昇の重要な源泉になっていったことを示す。 
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る潜在的な可能性が大きい。他方、サービス業は、企業間の「再配分効果」や「参入

効果」が生産性上昇に対してマイナス寄与となっており、新陳代謝のメカニズムが十

分機能していない可能性があるとの結果であった。*7 

 以上は主として企業・事業所のマイクロデータを用いた生産性の動態を「計測」す

るタイプの研究だが、理論モデルのシミュレーションというタイプの研究成果が若干

存在する。Hosono (2009：09-E-012)は、銀行危機に伴う金融仲介コスト上昇が企業の

参入・成長等への影響を通じて生産性に影響を及ぼすという形の動学的一般均衡モデ

ルのカリブレーションを行い、銀行の健全性悪化が日本のマクロ的な TFP 上昇率を▲

0.4～▲0.6％引き下げたと試算している。また、Kwon et al. (2009：09-E-052)は、1981

年～2000 年の製造業の事業所レベルデータを用いて、製造業全体の生産性上昇率

(APG)を計測することにより、1990 年代日本の資源再配分の効率性を分析したもので

ある。主に非効率な労働再配分により生産性への負の影響が生じていることを示すと

ともに、事業所の異質性を考慮した理論モデルのカリブレーションを行い、退出すべ

きゾンビ事業所に対する追い貸しが非効率な労働再配分の 37％を説明するとの推計結

果を報告している。 

 

 使用するデータセットや分析対象期間により異なるため一般化は難しいが、以上を

総括してこれまでの研究の到達点を大胆に整理すれば以下の通りである。①産業全体

の生産性向上において「内部効果」が大きいが、非効率企業の退出や生産性の高い企

業のシェア拡大といった産業内の企業間での資源再配分の貢献もある。②製造業では

新陳代謝機能はほぼ正常に機能している模様だが、非製造業は業種によっては新陳代

謝機能が必ずしも良く働いていない可能性がある。③特にサービス業においては企業

間の生産性格差（分散）が大きく、企業間資源再配分を通じた生産性向上の余地が大

きい。④金融機能の低下が効率的な資源配分を阻害した可能性がある。 

 今後の課題としては、第一に、新陳代謝の機能向上のための政策的・制度的な課題

を明らかにしていくことが挙げられる。新陳代謝機能が十分に働いていないとしても、

対応策を考えるためにはその原因を特定する必要がある。上述の通り、銀行をはじめ

とする金融機能の低下がその候補の一つだが、そのほかにも労働力移動の制約、不動

産市場の機能、税制等様々な制度的要因が関わっている可能性がある。それら制度的

・政策的要因と生産性の関係の分析はこれまであまり行われておらず、今後の重要な

研究課題である。政策情報やアンケート調査と統計のマイクロデータをリンクさせる

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                     
*7 Ito and Lechevalier (2008：08-E-014)も「企業活動基本調査」の企業データを使用して生産
性のばらつきを分析し、生産性のばらつきが拡大傾向にあること、企業のグローバル化や産業
の寡占化が生産性格差拡大に関連していると論じている。Aoyama et al. (2008：08-E-035)は、
Nikkei NEEDS の上場企業データを用いて企業の生産性がパレート分布に従っていることを示
すとともに、それを説明する（需要側の要因を考慮した）理論モデルを提示している。 
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ことによりそうした課題に迫ることが可能かも知れない。第二に、複数の公的統計を

マッチングさせることによる質の高い分析である。例えば、前出の Inui et al. (2009：

09-E-048)は、「工業統計」の事業所データと「企業活動基本調査」をリンクさせるこ

とで、企業内の資源再配分について重要な知見を提供している。 

 

 

４．企業特性と生産性 

 

 本節では、企業・事業所レベルのデータを用いた分析で、どのような企業の生産性

が高いのか、どういう企業行動が生産性を高めるのか、生産性向上にいかなる政策が

有効なのかを示唆する RIETI の研究成果を概観する。RIETI では、IT、無形資産、コ

ーポレート・ガバナンス、労働市場、グローバル化、集積の経済性等について様々な

分析が行われてきた。以下、類型別にこれまでの研究結果を整理する。 

 

（１）研究開発・技術政策 

 現実に計測される TFP は狭義の技術進歩以外の様々なものを含んでいるが、中核は

技術進歩だと認識されており、研究開発と TFP の関係は古くから分析されてきた。現

在では、研究開発活動がイノベーションを通じて企業の生産性を高めることは定型化

された知見であり、量的な効果の大小は別としてそれ自体への異論はない。このため、

RIETI の研究の中で研究開発投資と生産性の関係を単純に分析したものは意外に少な

い。前出の Fukao and Kwon (2005：05-E-004)は、「企業活動基本調査」を用いて製造

業における「新陳代謝」の生産性効果を計測したものだが、同時に TFP の高い企業の

特性を分析しており、高 TFP 企業の研究開発集約度が高いこと、研究開発集約度は企

業の生産性の延びに対して正の効果を持っていることを示している。*8 その後、森川 

(2007：07-J-049)は、「企業活動基本調査」の 2001～2004 年のパネルデータで製造業

だけでなくサービス産業に着目して各種企業特性と生産性の関係を計測した。その結

果によると、研究開発集約度と企業の TFP の水準及び伸び率の間には正の有意な関係

が見られ、この関係は企業固有効果を考慮しても確認できる。しかし、産業別に見る

と研究開発と TFP の正の関係は製造業でのみ見られ、流通業やサービス業では観察さ

れなかった。サービス産業では、ソフトウエアなど一部の業種を除いて、フォーマル

な研究開発とは違ったタイプのイノベーションが生産性にとって重要である可能性を

示唆している。 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                     
*8 このほか、グローバル化の箇所でも言及するが、研究開発の生産性へのスピルオーバー効
果を計測した Kiyota (2006：06-E-001)は、自社研究開発が TFP 上昇率に対して正の効果を持つ
ことを示している。 
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 イノベーションにおける産学連携の重要性が高まる中で、元橋(2003：03-J-015)は、

RIETI「産学連携実態調査」（2003 年）と「企業活動基本調査」をリンクさせたデー

タを使用して、産学連携の決定要因及び産学連携が企業の生産性に及ぼす効果を分析

した。*9 分析結果によれば、産学連携は企業の研究開発（自社開発特許件数）や生産

活動の生産性に対して正の効果を持つことが確認され、この効果は特に企業年齢の若

い企業において強い。この結果から、イノベーション・システムをネットワーク型で

オープンなものに変えていくためにも、産学連携におけるダイナミックな研究開発型

中小企業の活動を一層促進することが重要だと論じている。 

 近、オープン・イノベーションの重要性が指摘されており*10、企業内のフォーマ

ルな研究開発だけでなく、広義のイノベーションをとらえるような分析が必要になっ

てきている。この点は、後述の無形資産の問題とも関連しており、今後の研究課題で

ある。 

 

 

（２）IT・組織変革・無形資産 

 第２節で見た通り、RIETI の初期の生産性研究では IT と生産性の関係に大きな関心

が払われた。1990 年代半ば以降の米国の生産性回復の要因としての IT の役割について

多数の研究が行われたことも背景となった。 

 RIETI において、企業レベルのデータを用いた IT 利用と生産性の関係についての研

究は Motohashi (2003：03-E-021)が 初のものであり、情報ネットワークの利用と生産

性の間に有意な正の関係があることを示した。同時に、IT 利用の生産性への効果が利

用形態や産業によって異なり、IT と補完的な資産が企業によって異なる可能性が指摘

されている。*11 

 その後、欧米では IT と補完的な「組織資本」ないし「無形資産」の重要性が注目さ

れるようになり、RIETI でもこの点に焦点を当てた研究が盛んになってきた。まず、

宮川・金 (2006：06-J-048)は、1990～2003 年の企業財務データ及び株価情報を用いて

組織資本を推計するとともに、それが生産性に及ぼす効果を分析した。それによれば、

知的資産やブランドイメージといった無形資産は、それを組織に定着させるための組

織資本が企業内に蓄積されており、短期的な TFP の伸びにはマイナスだが長期的には

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                     
*9 英語版は 04-E-001。 
*10 例えば、産業構造審議会基本問題検討小委員会報告書「知識組替えの衝撃：現代の産業
構造の変化の本質」（2008 年 7 月）。 
*11 その後、森川(2007：07-J-049)は、「企業活動基本調査」の 1991～2004 年のデータを使用
して IT 利用と生産性の関係を分析し、IT 利用度と TFP の間に有意な正の関係が見られるが、
企業固有効果をコントロールすると一般に有意ではなくなり、観測されない企業特性（「経営
力」）が関わっていると論じた。 
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プラスの効果を持つことが示唆されている。同じ時期に Kanamori and Motohashi (2006

：06-E-032)は、企業の意思決定構造（集中化、分権化）の変化が IT の生産性効果に及

ぼす影響を、「企業活動基本調査」と経済産業省のアンケート調査とをリンクさせた

日本企業 2,300 社、４年間のパネルデータで分析した。そして、意思決定の集中化も

分権化も、IT の生産性効果に対して有意な効果を持っており、特に意思決定のラディ

カルな変更を行った企業ほどこの効果は顕著であること、こうした効果は製造業では

見られず非製造業でのみ見られることを示した。その上で、IT 投資に付随する組織デ

ザインの重要性を示唆すると論じている。 

 また、Motohashi (2007：07-E-047)は、日・米・韓企業に対する RIETI のサーベイ・

データ（2006 年）を使用し、様々な IT システムと生産性との関係、IT 利用に関する

企業戦略を国際比較している。その結果によれば、米国企業では経営戦略支援・顧客

開拓といった高度な IT利用が企業の生産性に正の効果を持っているのに対して日本企

業では人事管理・経理・受発注等のルーティン業務に関する IT システムが生産性に正

の効果を持っていること、米国企業は経営戦略において IT の利用を も重視している

こと等、経営全体の中での IT 利用が米国企業において進化していることが示されてい

る。さらに Motohashi (2008：08-E-007)は、同じデータをもとに主成分を抽出した上で

企業の TFP との関係を分析し、日米両国とも単なる IT 集約度ではなく、経営戦略支援

・顧客開拓等としての利用度や人事・経理等のバックオフィス型のシステム利用度が

TFP 水準と相関しており、そのマグニチュードは両国で差がないことを示した。これ

らの結果に基づいて、日本企業が経営戦略支援・顧客開拓等の分野に IT を一層活用し

て生産性を向上させる余地があると解釈している。 

 宮川他 (2008：08-J-062)は、上述の無形資産と生産性の関係を解明するため、企業

の組織運営及び人事管理について RIETI 独自のインタビュー調査を行い、その結果に

基づいて行った研究である。Bloom、Van Reenen らの先行研究を参考にしつつ類似の

設問を用いて調査を行っている。具体的には、製造業 4 業種（電気機械器具、情報通

信機械器具、自動車・同付属品、精密機械器具）、サービス業 3 業種（映像・音声情

報制作業、情報サービス業、小売業）で東京地区に本社のある 151 社に対する調査結

果に基づき、組織運営・人事管理のスコアと企業の生産性の関係を分析した。その結

果によれば、単に組織の透明度や人事制度の柔軟性を有しているだけでは生産性向上

につながっておらず、改革から 2 年以上を経て組織の透明度を高め、人事制度を柔軟

にした場合に生産性を向上させる効果が見られた。ただし、サンプル数が少ないこと、

ワンショットの調査に基づく分析であること等から十分に頑健な分析結果とは言い難

い。*12 この研究プロジェクトは現在も継続中であり、今後の成果が期待される。 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                     
*12 その後、サンプルを東京地区以外を含む 573 社に拡大したデータセットでの分析による
と、組織運営・人事管理と生産性の間に有意な関係は見られなくなった（宮川 FF からの聞き
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 欧米の先行研究では経営の質と生産性の間に有意な正の関係が確認されており、仮

に日本でそうした関係が観察されないとすれば、それ自身が重要な発見であり、欧米

型の経営の質指標とは視点を変えたアプローチが必要となるかも知れない。IT の利用

についても、単なるコンピューターやネットワークの利用ではなく、何らかの補完的

な投資が必要なことは上述の研究成果からわかっているが、その具体的な中身は欧米

と日本とで異なる可能性が示唆されており、日本企業において有用な補完的投資が何

なのかはさらなる究明を必要としている。 

 

 

（３）企業統治構造・労使関係・企業間関係 

 前述の通り、企業レベルの生産性に対して、企業固有効果－「経営力」－の影響が

大きく、観測可能な企業特性の生産性への効果はしばしば企業固有効果をコントロー

ルすると消失する。このことは経営に影響を及ぼす様々なコーポレート・ガバナンス

の仕組みの重要性を示唆しており、いわゆる「日本的経営」の評価にも関連している。

日本的経営あるいは日本型経済システムは 1980 年代には海外からも高い評価をされ

ていたが、「失われた十年」に入りその評価は 180 度転換した。こうした状況の下、

RIETI は発足当初からコーポレート・ガバナンスを主要研究課題として扱ってきてお

り、生産性との関係では、企業のステークホルダー、企業－銀行関係、下請構造を含

む企業間関係、M&A と生産性の関係が分析されてきた。 

 コーポレート・ガバナンス研究において所有と経営の分離に伴うエージェンシー問

題は 大の研究課題である。企業の所有構造と生産性の関係を直接に扱った RIETI の

研究は多くないが*13、森川 (2008：08-J-09)は、株式所有構造と TFP の関係を同族企業

（家族企業）に焦点を当てて分析した。*14 具体的には、経済産業省が 10 年前に行っ

た企業へのアンケート調査と「企業活動基本調査」の企業データをリンクさせた数千

社のデータセットを使用して、役員、その家族、金融機関、一般投資家等の株式所有

比率と TFP 上昇率の関係を分析した。分析結果によれば、役員やその家族の株式所有

比率が高い企業は生産性上昇率が有意に低い（ただし、この関係は上場企業では小さ

い）。他方、金融機関、一般投資家等の株式所有比率と生産性の間にはシステマティ

ックな関係は観察されなかった。この結果は、日本では所有と経営の分離に起因する

エージェンシー問題よりも所有と経営の融合によるエージェンシー問題の方が深刻か

も知れないこと、メインバンクによるモニタリング機能が低下している中で新たなモ

                                                                                                                                                                   
取りによる）。 
*13 コーポレート・ガバナンスの研究では、企業の経営成果の指標として企業価値（株価総
額）や会計上の収益率（ROA 等）が用いられることが多く、RIETI のコーポレート・ガバナン
ス研究の中にもそうしたものはいくつか存在する。 
*14 英語版は 08-E-026。 
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ニタリングの仕組みを構築することが必要なことを示唆している。 

 このほか、Shinada (2010：10-E-005)は、日本の上場企業の財務諸表と海外投資家に

よる議決権行使に係るパネルデータを使用して、海外投資家による株式保有や議決権

行使が企業パフォーマンスに及ぼす効果を分析し、それらが企業の生産性に対して正

の効果を持つことを示唆する結果を示し、株式保有比率といった量的な関与だけでな

く、議決権行使等を通じた質的な関与が企業の成長にとって重要だと論じている。 

 

 企業内労働組合は、長期雇用慣行、年功賃金とともに「日本的経営」の構成要素と

理解されてきた。他方、他の先進国と同様、日本でも労働組合組織率は長期低下傾向

をたどっている。労働組合と生産性の関係は古くから内外で多数の研究がある分野だ

が、米国では労働組合の生産性効果はゼロ又は小さな正値というのが一応のコンセン

サスとなっている。*15 森川 (2008：08-J-027)は、上と同様の企業レベルのデータセッ

トを使用して労働組合のプレゼンスと生産性の関係を分析した。それによれば、日本

の労働組合の存在は生産性に対して大きな正の効果を持っており、現在でも日本の企

業別労働組合が生産性向上に対して有効に機能しうることを示唆している。*16 ただ

し、筆者が指摘している通り、労使関係や人的資源管理に係る他の変数は考慮されて

いないため、労働組合の存在は企業の人的資源管理（HRM）の良好さの代理変数にな

っている可能性は排除できない。 

 日本の長期雇用慣行は企業特殊的人的資本投資を促進し、高度成長期の経済成長に

正の貢献をしてきたと理解されている。他方、法律上及び判例上の厳格な解雇規制が

雇用調整の柔軟性を阻害し、企業の生産性に負の影響を持つ可能性も指摘されている。

こうした中、奥平他 (2008：08-J-017)は、都道府県レベルの判例と「企業活動基本調

査」の企業データをリンクさせた分析により、日本の整理解雇規制が企業の生産性に

与える影響を実証的に分析した。その結果によれば、整理解雇無効判決が相対的に多

く蓄積される時に企業の TFP 伸び率が有意に低下しており、特定の労働者に対する雇

用保護の影響は労働市場にとどまらず、企業の生産性への負の影響を通じて経済全体

に影響を与え得ると論じている。*17 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                     
*15 他方、 近、海外では労働者と経営者の利益共有（"shared capitalism"）が生産性に正の効
果を示す研究が現れている。 
*16 英語版は 08-E-027。 
*17 労働市場に関連する生産性研究としては以上のほか、Asano and Kawaguchi (2007：
07-E-020)が、「企業活動基本調査」の個票データ（1992～2000 年）を使用して男女間賃金格差
と男女間での生産性格差を比較し、男女間賃金格差は生産性格差では十分には説明できないと
いう結果を示している。また、 近、徳井他(2009：09-J-018)は、1981 年から 2000 年における
『工業統計表』の個票データを利用して生産関数を推定し、自営業者（自営業主＋家族従業者）
と雇用者の生産性格差を計測した。その結果によると、男性・雇用者と比較して男性の自営業
者の生産性が有意に高いこと、女性の自営業者は有意な違いが見られない。そして、この結果
を JIP データベース 2006 年版の労働データに適用すると、自営業者数の趨勢的な低下の下、労
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 一方、グローバル競争、技術革新、製品の短サイクル化、規制緩和等を背景に、企

業業績の不安定性、不確実性が高まっており、こうした環境変化は弾力的な雇用量の

調整を要請し、非正規労働への需要を高めている。逆に、売上高が大きく変動する中

で労働投入量の調整を行うことができない企業の生産性は低下する可能性がある。森

川 (2010a)は、1994 年～2006 年、日本企業 8 千社超の balanced panel を使用した分析

により、売上高のヴォラティリティが高い企業においては派遣労働等の利用と TFP の

間に顕著な正の関係があり、この関係は非製造業よりも国際競争圧力の強い製造業で

顕著であるという結果を示している。 

 なお、パートタイム、派遣をはじめとする非正規雇用の増加は、企業レベルでの生

産性の計測に対しても難題を投じている。すなわち、労働時間の異質性が高まってい

ることは、労働投入量を測る際に正確な労働時間データが必要となるからである。こ

の問題に関し、森川 (2010b)は、企業単位でパートタイムの労働時間を捕捉すること

ができるようになった 近の「企業活動基本調査」のマイクロデータを使用し、従来

のような産業集計データではなく個別企業のパートタイム労働時間を用いることによ

り、労働生産性や TFP の計測精度がかなり向上すること、特に小売業やサービス業の

生産性を計測する際に大きな違いが生じることを示し、企業統計における調査事項の

充実の重要性を示した。 

 

 かつて日本ではメインバンク関係の存在が良好な経済パフォーマンスの一因と理解

されてきた。しかし、1990 年代の金融危機とマクロ経済の停滞の並存は、銀行部門の

健全性と借り手企業のパフォーマンス（生産性を含む）の関係についての研究の契機

となった。昨年秋以降の世界的な金融・経済危機は、この問題への関心をさらに高め

ており、欧米を中心に理論・実証研究が進展している。小林・秋吉 (2006：06-J-021)

は、1990 年代に発生した銀行の自己資本比率の低下が、借り手企業の生産性に与えた

影響を企業財務データを用いて分析した。*18 その結果によると、1997～1998 年の金

融危機の時期に、メインバンクの自己資本比率の低下が、借り手企業の生産性の低下

を引き起こしていた可能性が高く、自己資本比率規制基準を短期間で達成しようとし

た銀行の対応が実物経済の生産性低下をもたらした可能性を示唆している。*19 この

                                                                                                                                                                   
働の質指数の伸びは年率 0.43%ポイントほど下方修正されるという量的に無視できない影響を
持つとの結果を報告している。以上のほか、RIETI ではワークライフバランス（WLB）につい
て企業レベルでの国際比較調査を行うなど精力的に研究を進めており、WLB と生産性の関係に
ついても今後明らかになることが期待される。 
*18 英語版は 07-E-014。 
*19 その後、Kobayashi and Yanagawa (2008：08-E-003)は、銀行危機がマクロ的な生産性低下
をもたらすメカニズムについての理論モデルを提示している。また、第３節で言及した
Hosono(2009：09-E-012)は、一般均衡モデルのシミュレーションにより、日本の銀行危機が企
業間の資源再配分の悪化を通じてマクロ的なTFP上昇率の低下に及ぼした影響が大きいことを
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ほか、第３節で述べた通り、Kwon et al.(2009：09-E-05)は、製造業の事業所レベルのデ

ータ（1981～2000 年）を使用して労働再配分の効率性を分析し、1990 年代日本の非効

率な労働再配分による生産性低下の約４割がゾンビ企業への追い貸しによるとの結果

を示している。 

 

 企業間の長期継続的な取引関係、特に下請構造も日本の経済システムの特徴の一つ

とされてきた。深尾・伊藤 (2001：01-J-00)は、「工業統計」の個票データを使用して、

自動車産業の 1981 年から 96 年までの TFP 上昇率を計測し、稼働率の変動を調整した

場合でも自動車製造業で年率約 0.6％、自動車部品製造業で年率は約 1.3％とそれ以前

の時期に比べて大きく低下したことを示した。同時に、自動車メーカー間の生産性格

差は 1980 年代以降顕在化しており、生産性上昇率が高かった自動車メーカーでは、そ

の系列部品サプライヤーの生産性上昇率も高いこと、好調な系列グループでは、部品

サプライヤーが組立事業所の近隣に集積し技術知識の共有を通じて生産性が上昇した

可能性が高いと論じている。近年でも自動車製造業において継続的取引関係が生産性

上昇に依然として有効だった可能性を示唆する結果である。 

 製造業の下請構造については過去 20 年ほどの間に多くの研究の蓄積がされてきた

が、非製造業についての研究は多くない。そうした中、峰滝・元橋 (2007：07-J-018)

は、日本のソフトウエア産業の重層的下請構造に着目し、「情報処理産業経営実態調

査」（2006 年, IPA）の個票データを用いて、ソフトウェア産業の生産性の決定要因を

実証分析した。そして、「中間的下請」の生産性が「元請」、「 終下請」に比べて

低く、そこでの人材育成の遅れがソフトウェア産業全体の生産性レベルを下げる原因

となっていると論じた。また、峰滝・元橋 (2009：09-J-002)は、「企業活動基本調査」

と「特定サービス産業実態調査」のリンク・データを用いて日本のソフトウェア産業

の生産性を分析した。ソフトウエア企業を、「独立型」、「元請型」、「中間下請型」、

「 終下請型」の 4 つのタイプに分類した上で TFP を比較して、「独立型」ソフトウ

ェア企業の生産性が、重層的なソフトウェア産業を構成する他のタイプの企業よりも

高いことを示した。これらは製造業以外の企業間関係と生産性の関係を分析したユニ

ークな研究であり、情報サービス産業政策の検討に資する成果である。 

 

 合併買収（M&A）は、市場での競争とともに重要な外部ガバナンスのチャネルであ

る。近年、買収防衛策をめぐる制度論が盛んに行われたこともあり、注目を集めた分

析課題である。*20 RIETI では、深尾他 (2006)が「企業活動基本調査」の製造業及び

                                                                                                                                                                   
定量的に示した。 
*20 経済産業省では「企業価値研究会」が２回にわたり報告書をまとめ、企業の買収防衛策
導入の指針となった。 
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流通業の個票データを使用して M&A が生産性に及ぼす効果を分析した 初の成果で

ある。そこでは海外からの M&A と国内企業間の M&A を比較されている。分析結果

によれば、外国企業はもともと労働生産性が高い日本企業を買収対象に選ぶ傾向があ

るが、買収後に被買収企業の生産性指標はさらに改善していた。一方、日本企業は収

益率及び輸出比率が低く負債比率が高い日本企業を買収対象に選ぶ傾向があり、買収

後に被買収企業の生産性に対して有意な正の効果が見られないことを示した。この結

果は、外資系企業の高い生産性が一部は選別（selection）効果によるものであるが、外

資系企業による買収は日本経済の生産性向上に寄与しうるものであることを示唆して

いる。 

 その後、滝澤他 (2009：09-J-005)は、レコフ社の M&A データと「企業活動基本調査」

の企業データをリンクさせたデータベース（1994～2002 年）を作成し、企業の合併前

後のパフォーマンス変化を Propensity Score Matching の手法で分析した。*21 そして、

合併直後には特に製造業で TFP の落ち込みが見られるが、時間の経過とともに企業パ

フォーマンスの改善が見られること、特に製造業では異業種間の合併で TFP の改善が

かなり明確であること等を示している。日本の大企業では 1990 年代に「選択と集中」

という形で過度の多角化の修正が盛んに行われたが、現実に異業種間合併を行った企

業は、範囲の経済性によるシナジー効果を生かしたことを示唆している。 

 

 以上見てきた通り、コーポレート・ガバナンスに関わる多様なメカニズムは生産性

に対して大きな影響を持ちうる。メインバンク機能の低下、労働組合組織率の低下、

（長期継続的取引関係が必ずしも有効ではないかも知れない）非製造業の拡大といっ

た構造変化が進展する中、M&A を通じた外部からのガバナンスとともに、有効な内部

的ガバナンスの仕組みの開発が急務となっており、そうした検討に資するような研究

の蓄積がさらに必要である。 

 

 

（４）グローバル化 

 RIETI ではここ数年、企業活動のグローバル化が生産性に及ぼす効果についてマイ

クロデータを用いた分析を多数行ってきている。当初、対日直接投資を通じた技術・

ノウハウの移転、その国内企業へのスピルオーバー、外資系企業との競争活発化等を

通じた生産性への効果についての分析がいくつか行われ、その後は、日本企業の対外

直接投資や輸出といった外へのグローバル化を通じた生産性効果が分析の焦点となっ

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                     
*21 英語版は 09-E-017。社会科学では「実験」が困難であり、propensity score matching は、そ
うした制約の中で適当な比較対象を特定して政策等の treatment 効果を明らかにするために工
夫された手法である。 
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ている。 

 

 対内直接投資と生産性の関係についての RIETI の研究成果としては、Fukao and 

Murakami (2004：04-E-014)が 初のものである。同論文は、「企業活動基本調査」1994

～1998 年の製造業企業のパネルデータにより、外国所有企業と自国所有企業の TFP を

比較し、日本が対内直接投資によって便益を享受しているかどうかを分析した。その

結果によると、外資企業は国内企業よりも約 10％TFP が高く、また、外資による M&A

の対象となった企業も同様に高い生産性だった。同論文は、この結果に基づき M&A

を含む対内直接投資を促進する政策が望ましいと論じた。次いで、Fukao et al. (2005：

05-E-005)は、「企業活動基本調査」の製造業企業のデータでの分析を 2000 年まで延長

し、外国企業はもともと高い TFP 水準・収益率の企業を取得する傾向があるが、外国

企業による M&A は対象企業の TFP 及び売上高利益率を高める効果を持っており（国

内企業同士の M&A ではこうした効果は見られない）、選別効果だけでなく海外から

の技術移転効果が生じていると解釈している。上の論文と比較すると、因果関係によ

り注意を払った分析となっており、外資の参加が単なるセレクションではない効果を

持つことを示している。さらに、深尾他 (2006：06-J-024)も「企業活動基本調査」の

個票データを使用し、製造業、卸売・小売業における対日・国内企業間買収の効果を

分析した。外資系企業の生産性が高いという結果は同様であり、特に外国企業に買収

された企業の生産性がさらに改善することを確認しており、上述の政策的含意を補強

した。以上のほか、前述の Kiyota (2006：06-E-001)は、対日直接投資及び輸入からの技

術のスピルオーバーが日本企業の TFP を高める効果を持つことを示しており、やはり

同様の政策的含意を持つ実証分析である。*22  政策的に見ると、これらの研究結果は、

「対日直接投資倍増計画」の策定等にインパクトを与えた。 

 

 その後の研究は、日本企業の海外展開と生産性の関係に焦点を当てたものが多い。

Hijzen et al. (2007：07-E-006)は、「企業活動基本調査」の製造業企業のデータ（1995

～2002 年）を使用し、海外子会社の設立が企業の国内パフォーマンスに及ぼす効果を

分析した。因果関係を明らかにするため、propensity score matching と D-D 推計を組み

合わせて推計している。その結果によると、日本の対外直接投資は国内における生産、

雇用に対して正の効果を持つが、生産性（TFP）に対する有意な正の効果は確認され

なかった。 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                     
*22 これらはいずれも対日直接投資の促進が日本の生産性向上に寄与する可能性を示唆して
いるが、前出の森川(07-J-049)は、「企業活動基本調査」のサービス産業を含むサンプルで、企
業固有効果を考慮すると外資比率の向上が生産性向上につながるとは言えないという結果を
提示している。 
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 松浦他 (2007：07-J-015)は、企業活動のグローバル化が顕著な機械工業に焦点を絞

って、「工業統計」の事業所レベルのデータと「企業活動基本調査」及び「海外事業

活動基本調査」の企業情報とをリンクさせて海外生産活動が生産性に及ぼす効果を分

析した。その結果によると、海外進出企業、国内企業とも生産性の高い分野へと生産

活動をシフトさせているが、海外進出企業の場合は事業所内の生産性上昇効果が大き

いのに対して、国内企業の場合は事業所の開廃業を通じた生産性効果が大きいという

違いが見られた。さらに松浦他(2008：08-J-049)は、日本の電機機械産業における対外

直接投資が、進出企業の国内における生産性にどのような影響を与えているかを「工

業統計」と「海外事業活動基本調査」とをリンクさせたデータセットを用いて分析し

た。*23 分析の特徴は、企業内の分業構造を明示的に考慮するため、水平的直接投資

と垂直的直接投資とを区別して扱っている点である。この結果、水平的直接投資は国

内企業の生産性に大きな影響を与えていないが、垂直的直接投資は国内企業の生産性

の水準に対してもその成長率に対しても有意な正の効果を持っていることが示されて

いる。*24 

 Ito (2007：07-E-049）は、1980～2005 年の日本企業のパネルデータを使用して、対

外直接投資と生産性の関係を、サービス産業と製造業を比較しつつ分析した。原デー

タは日本開発銀行の企業財務データ及び東洋経済の海外進出企業総覧のデータであ

り、対外直接投資の生産性への効果は propensity score matching 及び D-D 分析によって

いる。分析結果によれば、サービス産業では直接投資を行った企業のその後の TFP 上

昇率は直接投資を行った製造業企業の生産性上昇率よりも 1.4 倍高い伸びを示し、直

接投資の２年後の TFP は 1.5％高くなる（製造業では非有意）。サンプル数がやや少

ないため分析結果の頑健性には議論の余地があるが、サービス産業においてグローバ

ル化の効果が製造業よりも大きいとの結果は興味深い。 

 若杉他(2008)は、「企業活動基本調査」と「海外事業活動基本調査」のマイクロデー

タを使用して企業の生産性と直接投資・輸出の関係を包括的に分析したものである。

*25 上述の研究が対外直接投資の効果に焦点を当てているのに対して、輸出と直接投

資とをともに考慮している。分析結果は多岐にわたっているが、グローバル化が生産

性に及ぼす影響に限って見ると、国際化企業と非国際化企業の生産性格差は輸出・直

接投資の開始後に拡大するという結果を示している。 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                     
*23 英語版は 08-E-034。 
*24 その後、Obashi et al. (2009)は、サンプルを製造業全体に拡張し、水平的直接投資と垂直的
直接投資の影響の違いに加えて、国内の製造部門と非製造部門への影響の違いを考慮に入れて
分析を行った。データは「工業統計」、「企業活動基本調査」、「海外事業活動基本調査」の
1992～2005 年の企業データである。水平的直接投資の TFP への効果が見られないという結果は
松浦他(2008)と同じだが、垂直的直接投資についても、企業全体への効果は確認されず、製造
部門の TFP に限ると有意な正の効果が見られるとの結果である。 
*25 英語版は 08-E-036。 
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 先述の Inui et al. (2009：09-E-048)は、「企業活動基本調査」の企業データと「工業

統計」の事業所データをリンクさせ、日本の製造業企業の海外展開と国内の事業所閉

鎖確率、生産性の関係を分析した。事業所閉鎖確率に関する Probit モデルの推計結果

によると、日本の海外進出企業のほうが、事業所閉鎖確率が有意に高いが、閉鎖され

た工場は他の工場に比して生産性の低い工場であった。また、製造業全体の生産性変

動を、存続工場による生産性上昇効果と工場の市場シェア変化の効果に要因分解した

結果によると、海外進出企業の事業所閉鎖の寄与は極めて小さく TFP にプラス寄与し

ていた。以上の結果に基づき、日本企業の生産拠点の海外移転は、国内生産拠点の閉

鎖を促すものであるが、日本の製造業全体の生産性低迷の原因とは言えないと結論し

ている。企業・事業所のリンクデータの利点を生かして企業内での事業所間での資源

再配分に焦点を当てたユニークな成果である。 

 

 グローバル化の関係では、企業のオフショアリングによる生産性への効果も注目さ

れており、RIETI でも日本企業を対象とした実証研究が行われている。Hijzen et al. (2007

：07-E-005)は、事業活動の海外へのオフショアリングが企業の生産性に及ぼす効果を、

「企業活動基本調査」の製造業企業のデータ（1994～2000）年で実証分析したもので

ある。分析結果によると、内生性等をコントロールした上で、オフショアリングは一

般に生産性に対して正の効果を持っており、オフショアリング集約度（製品・部品の

海外調達の付加価値に対する割合）の１％ポイント上昇は、生産性（TFP）上昇率を

0.17％高めるという関係にあり、オフショアリングを行っている企業の平均で年間の

生産性上昇率を 1.8％高める効果を持つという。これは量的に大きなマグニチュードで

ある。また、オフショアリングの生産性上昇への効果は、当該企業の初期の生産性水

準とは負の関係があり、オフショアリングは生産性の低い企業が競争力を高める有効

な手段であると論じている。その後、Ito et al. (2008：08-E-028)も、オフショアリング

が生産性に及ぼす効果を、日本の製造業企業を対象に分析しているが、オフショアリ

ングとして中間財だけでなくサービスも考慮している。海外の先行研究では「サービ

ス・オフショアリング」が注目されているが、既存統計ではこれが把握できないため、

独自にオフショアリングに関するサーベイ調査（2006 年、5,528 企業）を行い、「企

業活動基本調査」（1997～2005 年）とリンクさせて分析を行っている。分析結果によ

ると、中間財、 終組立、研究開発、情報サービスのオフショアリングは生産性の伸

びに対して正の効果を持つことが確認される（他のサービスについては生産性への有

意な効果は確認されなかった）。また、オフショアリング先別には、欧米、次いでア

ジアへのオフショアリングの生産性効果が大きいという結果を示している。*26 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                     
*26 Ito and Tanaka (2010：10-E-010)も、中間財のオフショアリング、特に、アジアへの
財のオフショアリングと国内生産性との間には統計的にも頑健な正の関係があることを示
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 以上のほか、グローバル化と生産性に関する研究成果として Todo and Shimizutani 

(2007：07-E-008)は、日本企業の海外子会社の研究開発活動が国内親会社の生産性に及

ぼす効果を分析した。具体的には、1996～2002 年の「企業活動基本調査」と「海外事

業活動基本調査」をリンクしたパネルデータを作成し、インプットとして海外研究開

発ストックを含むコブ・ダグラス型生産関数を推計した。また、海外研究開発を、海

外の先進技術利用のためのイノベーティブな研究開発と海外市場に適合させるための

適応型研究開発に区分している。分析結果によると、海外のイノベーティブな研究開

発は国内親会社の生産性を高める効果が見られるが、適応型研究開発ではそうした効

果は見られない。また、海外のイノベーティブな研究開発が国内の研究開発の収益率

向上を通じて間接的に企業の生産性を高める効果は確認されず、海外のイノベーティ

ブな研究開発の成果が国内の「生産活動」に使用されることで生産性向上につながっ

ていると解釈している。すなわち、上で見てきたような直接投資や輸出に加えて海外

での研究開発活動も国内の生産性向上に寄与しうることを示す結果となっている。 

 

 以上の通り、RIETI の生産性研究の中にあってグローバル化と生産性の関係につい

ては多くの研究者が様々な角度から分析を深化させてきており、総じて対内直接投資、

対外直接投資、輸出、オフショアリング、海外研究開発活動が国内の生産性向上に寄

与することを示す結果となっている。 

 

 

（５）経済地理・集積の経済性 

 企業活動の地理的な拡がりという意味では、グローバル化だけでなく国内での経済

活動の分布も無視できない。これは「集積の経済性」という視点から分析されてきた

問題だが、近年の理論研究においては、グローバル化という国際経済学の領域と経済

地理学の融合が進みつつある（新経済地理学：NEG）。 

 大都市ほど生産性が高いことは良く知られており、製造業については企業や事業所

のデータで検証した研究成果が内外を問わず多数存在する。しかし、海外の研究を含

めて見てもサービス産業の企業・事業所データを用いた実証研究は驚くほど稀である。

*27 先進国の大都市において製造業よりもサービス産業の方がはるかに重要であり、

                                                                                                                                                                   
している。 
*27 企業・事業所データを用いたものではないが、八田他(2005：05-J-011)は、東京都心のオ
フィスの高い生産性が、集積度の高さのみに起因するものか、首都であることの特殊性が寄与
しているのかを地域データを用いて分析し、東京と他の政令指定都市との生産性の違いは基本
的には規模の経済のみで説明されるとの結果を報告している。このほか、八田・加藤(2007：
07-J-011)は、社会資本の充実による都心のオフィス業務の生産性向上効果を分析し、集積の利
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実証研究における重大な空白となっている。こうした中、森川 (2008：08-J-008)は、

「特定サービス産業実態調査」の対個人サービス業 10 業種のクロスセクション・デー

タを使用して生産関数を推計し、全てのサービス業で顕著な需要密度の経済性がある

ことを示した。その量的なマグニチュードは大きく、サービス事業所の立地する市区

町村の人口密度が２倍だと生産性（TFP）が 7～15％高い。また、付加価値ベースの生

産性だけでなく、サービスの年間延べ利用者数等で測った数量ベースでも推計を行い、

結果の頑健性を確認している。*28 すなわち、サービス産業においては、国土計画や

都市政策が生産性に関連しており、人口稠密な都市を作ることでサービス産業の生産

性に対してプラスの効果が生じうること、制度的には人口移動や経済活動の空間的な

分布に影響を及ぼす都市計画・土地制度等がサービス事業所の生産性に関係すること

を示唆している。ただし、都市規模と生産性の間の関係については、大都市ほど労働

者のスキル水準が高いこと、人口規模自体が内生変数であることが指摘されており、

人的資本の質の考慮、因果関係の検証などの課題が残っている。なお、同論文は、（狭

義）サービス業において事業所規模の経済性、企業規模の経済性、範囲（多角化）の

経済性が存在することも示している。*29 

 なお、一般論として、州によって制度・政策がしばしば異なる米国と違って日本で

は地域別データから得られる知見には限りがあるが、前出の奥平他 (2008：08-J-17)の

ように地理的な variation が存在する政策の場合にはそうした分析が有効である。生産

性研究でもクロスカントリー比較だけでなく、地域別のデータセットを構築・活用す

る余地があるかもしれない。 

 

 

（６）その他 

 以上のほか、企業・事業所レベルのマイクロデータを用いた RIETI の生産性分析と

しては、宮川・川上 (2006：06-J-07)、Kato (2009a：09-E-009)、Kato (2009b：09-E-027)

                                                                                                                                                                   
益を考慮した上でも社会資本の限界的な生産性向上効果は大都市で大きく地方で小さいとの
結果を示している。Nakamura (2008：08-E-040)は、日本の製造業２ケタ産業分類、都市別の集
計データを使用してトランスログ型生産関数を推計し、集積の経済性を計測している。その結
果によれば、日本の製造業における集積の経済性は 1990 年代に低下している。さらに、中村
・高塚(2009：09-J-022)は、小売販売額が人口分布も考慮に入れた都市の空間構造によってどの
ように説明されるかについて、NEG のモデルを用いて推定した上で、岡山県を対象にシミュレ
ーションを行い、都市内交通やコンパクト・シティ化が小売販売額の分布に及ぼす効果を推計
している。 
*28 英語版は 08-E-023。 
*29 サービス産業においては「生産と消費の同時性」が生産性に大きな影響を及ぼすが、そ
こには空間的な同時性と時間的な同時性という２つの側面がある。森川(2008：08-J-042, 
08-E-030)は、サービス業における時間的な生産と消費の同時性に着目して、「特定サービス産
業実態調査」の事業所レベルのデータを使用した生産関数の推計を行い、需要の時間的な変動
が対個人サービス業の生産性に対して負の影響を持つことを示している。 
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がある。宮川・川上 (2006)は、政府系金融機関が生産性の低い企業への貸出を行うこ

とを通じて生産性の低い企業が産業内にとどまり、産業全体の生産性に負の影響を持

つ可能性があるという議論について実証的に分析したものである。分析結果によると、

都市銀行は生産性の高い企業に貸出を行っているが、政府系金融機関は逆に生産性の

低い企業に貸出を行っている傾向が確認された。 

 Kato (2009a：09-E-009)は、「企業活動基本調査」等の企業データ（1995～2004 年）

を使用して、独占的競争の仮定の下で小売業の生産関数を推計した。小売業には規摸

の経済性があると見られること、製品差別化がスーパーマーケットの企業収益に対し

て正の効果を持っていること等を示し、規摸の経済性や製品差別化を促進する政策が

小売業のパフォーマンスに正の貢献をすると述べている。 

 Kato (2009b：09-E-027)は、同じ「企業活動基本調査」の小売業企業のデータ（1995

～2004 年）を使用して DEA 分析（Data Envelope Analysis）を行い、各種企業特性と生

産性の伸びの関係を分析するとともに、生産性の伸びを技術的効率性の変化と技術進

歩とに要因分解した。パートタイム労働者や派遣労働者の使用が百貨店の生産性に負

の効果を持つこと、スーパーマーケットでは逆にそれらが生産性に対して正の効果を

持つことを示唆する結果を提示した。 

 

 

５．結論と課題 

 

 RIETI の生産性研究の動向・特徴及び今後の課題を大胆にまとめると以下の通りで

ある。 

 近年の実証研究における生産性指標は労働生産性から TFP に移行しており、データ

の制約が強く計測困難な場合を除き RIETI の生産性研究の大半は TFP について分析し

ている。集計レベルの生産性分析は、マクロレベルでの国際比較から、産業レベルで

の成長会計分析へと過去十年ほどの間に進化してきた。RIETI で構築している JIP デー

タベース及びそれを利用した EUKLEMS データベースは日本及び世界の生産性分析の

基盤を提供するに至っており、政府系研究機関、民間シンクタンク、政策現場でこれ

らは頻繁に利用されている。ただし、これらのデータベースを利用した RIETI の論文

は意外に少なく、一層の活用余地がある。 

 経済産業省が実施している企業、事業所レベルの統計データは RIETI の生産性研究

にとって貴重な資源となってきている。企業・事業所レベルのデータを用いた分析の

中では、生産性の分布や「新陳代謝」の効果を計測する研究が比較的多く行われてき

ており、参入・退出や資源再配分の重要性を明らかにしている。 

 企業特性と生産性の分析では、IT の利活用・無形資産の分析、企業のガバナンス構
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造、グローバル展開と生産性の関係を扱ったものが多い。他方、研究開発と生産性の

関係についての分析は意外に少ない。*30 研究開発が生産性に対して正の寄与をして

いることは過去の多くの研究成果から自明であり、単に研究開発と生産性の関係を分

析するだけでは研究としての要素が乏しいことが理由かも知れない。ただし、科学技

術政策研究所（NISTEP）、設備投資研究所（日本政策投資銀行）といった機関は研究

開発・イノベーションと生産性の関係についての研究がかなり行われており、生産性

に関する理解を深める上では、こうした他の研究機関との分業や連携を考慮すること

が必要である。なお、非製造業ではフォーマルな研究開発や技術保護手段としての特

許の役割は限られており、研究開発投資や特許では把握できない広義のイノベーショ

ンをカバーするような研究が期待される。 

 生産性研究全体を通じて、基礎データの制約から製造業に限った実証分析が依然と

して多く、サービス産業をカバーした研究の蓄積は引き続き大きな課題となっている。

また、産業横断的な研究に比べて特定産業に焦点を当てて深掘りするタイプの研究は

（ソフトウエア産業など例外はあるものの）比較的少ない印象がある。 

 人的資本は生産性上昇の重要な源泉だが、RIETI ではこの分野の研究は比較的少な

かった。労働市場に関する研究は 近活発がしつつあり、労働市場制度、WLB などの

研究にかなりのリソースを割いているが、生産性と結びつけたものは多くない。企業

・事業所データは総じて労働者の属性に関する情報が限られており、企業・事業所と

その従業者をリンクさせたデータセットを作成することにより、労働力の構成やその

変化と生産性の関連、雇用再配分と生産性の関係等について分析を深める余地がある。

また、コーポレート・ガバナンスの関連では、経営者の特性や経営者選抜の仕組みと

生産性の関連についても研究の余地があるように思われる。これらの点は、既存統計

での分析には限界があり、上場企業の公開情報の利用や補足的なアンケート調査の利

用等が必要になる。また、人的資本管理や労使関係の実証分析では、特定企業内の詳

細なデータを活用することも考えられる。*31 

 RIETI ではこれまでに企業・事業所を対象としたアンケート調査を多数実施してき

ており、これらをプロジェクト横断的に共有資産として活用していくことも必要であ

る。 

 法律・予算・税制等の個別具体的な政策が生産性に及ぼす効果を分析したものは意

外にも少ない。*32 政策研究機関である RIETI としては、具体的な政策が生産性にど

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                     
*30 イノベーション研究は第二期中期計画の３つのドメインのひとつだが、特許データを用
いたサイエンス・リンケージの分析、発明者サーベイによる一連の分析、個別産業・企業を対
象としたケーススタディが多い。 
*31 "Insider econometrics"（Freeman and Shaw）と呼ばれている。 
*32 生産性への効果を分析したものは少ないが、中小企業政策が企業成長に及ぼす効果を
分析した Motohashi (2001：01-E-006)、規制や規制緩和の効果を消費者余剰の観点から分析
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ういう効果を持つのかを明らかにするような研究も今後の課題の一つと思われる。政

策当事者にとっては、単なる相関関係ではなく政策の実施が何をもたらすかという因

果関係が 大の関心であり、分析手法にも工夫した取り組みが必要である。特に労働

経済学の分野では因果関係を考慮した政策効果（treatment 効果）の分析が進歩してお

り、生産性研究への適用の余地がある。エビデンスに基づく経済政策への要請が高く

なっているが、そのためには政策実施の段階から、政策対象グループと参照グループ

を意図的に区別した一緒の社会実験を行うことも考えられる。 

 これまでの RIETI の研究では行われていないが、経済格差や公平性への関心が高ま

っている中、生産性上昇の成果の「分配」についても実証研究の余地があるように思

われる。技術進歩のスキル・バイアス、労働市場制度等が関わる問題である。 

 

 本稿で整理した研究成果の中には、政策形成のための審議会や研究会での基礎資料

として使われたり、「通商白書」、「中小企業白書」等に引用されたものが多数存在

する。政策実務においては、統計的有意性だけでなく量的なマグニチュードへの関心

が強い。引き続き実証研究の蓄積を通じて様々な企業特性や制度・政策のインパクト

について定量的なイメージを明らかにしていくことが重要である。一方、RIETI の生

産性研究の成果は、その後専門学術誌に掲載されるなど高い学術的意義をあわせもつ

論文も少なくない。生産性向上は常に成長政策の柱であり、今後とも政策形成にイン

パクトを与えると同時に学術的な貢献にもつながるような質の高い生産性研究を推進

していくことが必要である。 

 

                                                                                                                                                                   
した金本 (2004：04-J-042)、宇南山・慶田 (2008：08-J-047)等「政策評価」に関わる分析自
体は多数存在する。 
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〔参考〕生産性研究の全体像 

 

 

 

マクロデータの分析 

（成長会計） 

 

 

 

産業データの分析 

（JIPデータベース, EUKLEMS等） 

 

 

 

企業・事業所データの分析 

 

 〈生産性の分布・動態（参入・退出、資源再配分）〉 

 

 

  

 

 

 

 

 

 〈企業・事業所の生産性を規定する要因〉 

  ○研究開発・技術政策 

  ○情報ネットワーク・無形資産 

  ○企業統治・労使関係・企業間関係 

  ○グローバル化（対内・対外直接投資、輸出） 

  ○経済地理・集積の経済性 

  ○その他 
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